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	平成２５年度　事業計画書

　　成立の日から　平成２６年５月３１日まで



	
	特定非営利活動法人シアター・アクセシビリティ・ネットワーク
	

	 １　事業実施の方針

平成２５年度はこれまでの任意団体としての活動をさらにステップアップさせ、まずは聴覚障害者にターゲットを絞った観劇における情報保障の在り方について研究・調査を行うと同時に、劇場や関連企業・各団体と連携するなど、より強力なネットワーク構築を行う。

そしてシンポジウム等の企画において一定のモデルを示し、マイルストーンとする。
 ２　事業の実施に関する事項

 （１）特定非営利活動に係る事業

	
	
	

	
	事業名
	事　業　内　容
	実　施

予　定

日　時
	実　施

予　定

場　所
	従事者

の予定

人　数
	受益対象者

の範囲及び

予定人数
	事業費の

予定額

（千円）
	

	
	（１）演劇などの舞台における情報保障（聴覚障害者向け字幕、視覚障害者向け音声ガイド、手話通訳など）の普及、促進、人材育成、提供
	◆通訳者の育成・

派遣と検証

演劇分野における

専門手話通訳者・

字幕入力者の育成および派遣を実際に行うと同時に、よりよい通訳環境を提供できるよう専門家による助言のもと課題検証を行う
	通年
	都内
	１０


	観劇の際に情報保障を希望する一般市民および手話通訳・字幕入力を担当する一般市民
３００名

	１００
	

	
	
	◆要望の提出・

交渉代行

観劇を希望する聴覚障害を持つ利用者の要望を主催団体・劇場などに伝え、交渉を代行することによりバリアフリー観劇の普及と促進を図る
	通年
	事業所
	４
	観劇を希望する聴覚障害を持つ利用者

３００名

	２０
	

	
	（２）演劇などの舞台に対する情報保障にかかわる情報収集・発信、調査研究、開発
	◆情報収集・発信

情報保障にかかわる情報収集と発信を行う
	通年
	事業所
	４


	観劇の際の情報保障に関心のある一般市民

３００名


	２０
	

	
	
	◆意識調査

当事者、提供団体、

支援者・団体の意識調査による研究
	平成２５年

８月～１２月
	都内
	１５
	聴覚障害を持つ一般市民、都内外の劇団・劇場、通訳者などの活動団体
１０団体
	１００
	

	
	（３）演劇などの舞台における情報保障の担当者・団体との連携、運営支援
	◆通訳技術の向上と

研究

手話通訳者・筆記通訳者団体に当団体の通訳を依頼することにより、通訳技術の向上、特殊用語の通訳方法の研究を行う。
	通年
	都内
	４
	情報保障を希望する聴覚障害を持つ一般市民、都内外の手話通訳者・筆記通訳者団体
５団体
	１００
	

	
	（４）潜在する観劇希望者への情報提供と利用機会促進
	◆情報収集・提供

バリアフリー観劇を提供する公演・団体の情報収集と提供
	通年
	ウェブサイト、メーリングリストなど
	４
	バリアフリー観劇を希望する一般市民

３００名
	２０
	

	
	
	◆利用促進のための

啓発・企画
各種メディアの活用、当事者団体と連携・協力し、潜在する利用希望者の掘り起こしのための啓発を図る記事掲載や企画を行う
	通年
	ウェブサイト、メーリングリストなど
	４
	バリアフリー観劇を希望する一般市民

３００名
	５０
	

	
	（５）他の同様の目的を持った組織との協力・交流事業
	◆他団体との連携・

情報交換

バリアフリー・アクセシビリティな観劇環境構築を推進している団体と積極的に連携し、情報交換や企画などへの協力を行う
	通年
	都内など
	１５
	バリアフリー・アクセシビリティな観劇環境構築を推進している都内外の団体
１０団体
	２０
	

	
	（６）舞台芸術などに関する提言・提案、企画運営、制作及び普及する事業
	◆シンポジウム開催

シンポジウム開催を通して、当事者が考える望ましいバリアフリー・アクセシビリティな観劇環境を提案する
	平成２６年

５月
	都内
	１５
	バリアフリー・アクセシビリティな観劇環境構築に関心のある一般市民

３００名
	１４０
	

	
	
	


